
50人以下

表1　中小事業主等と認められる企業規模

100人以下

300人以下

　海外派遣者として特別加入をすることができるのは、以下のいずれかに該当する場合です。

①　日本国内の事業主から、海外で行われる事業に労働者として派遣される人

（注１）　日本国内の事業主とは、日本国内で労災保険の保険関係が成立している事業
（有期事業を除く）の事業主です。

（注２）　海外で行われる事業とは、海外支店、工場、現地法人、海外の提携先企業など
です。

②　日本国内の事業主から、海外にある中小規模の事業（表１参照）に事業主等
（労働者ではない立場）として派遣される人

③　独立行政法人国際協力機構など開発途上地域に対する技術協力の実施の事業
（有期事業を除く）を行う団体から派遣されて、開発途上地域で行われている事
業に従事する人

〈中小規模の事業とは〉
　派遣される事業の規模の判断については、
事業場ごとではなく、国ごとに企業を単位と
して判断します。
　例えば、日本国内の本社の労働者数と派遣
先の国の企業の労働者数を合わせて表１の規
模を超える場合であっても、派遣先の国の企
業の労働者数が表１の規模以内であれば、特
別加入することができます。

（ご注意）
　新たに海外に派遣される人に限らず、すでに海外の事業に派遣されている人でも
特別加入することができますが、現地採用の場合は、国内の事業からの派遣ではない
ため、特別加入することはできません。
　また、単なる留学を目的とした派遣についても、海外において事業に従事するも
のと認められないため、特別加入することはできません。

　労災保険は、本来、国内にある事業場に適用
され、そこで就労する労働者が給付の対象とな
る制度ですから、海外の事業場で就労する方は
対象となりません。
　国内の事業場で就労していた方が転勤などで
海外の事業場に派遣された場合についても、通
常、派遣先の国の災害補償制度の対象となりま
す。
　しかし、外国の制度の適用範囲や給付内容が
必ずしも十分でない場合もあることから、海外
派遣者についても労災保険の給付が受けられる
制度を設けています。
　このパンフレットは、海外派遣者の特別加入
について、その加入者の範囲、加入手続、業務
災害・通勤災害の認定基準（保険給付の対象と
なる災害の範囲）などに関して、特に注意して
いただきたい事項を説明しています。
　特別加入を希望する方はもちろん、すでに特
別加入されている方もご一読いただき、特別加
入制度についてご理解いただきますようお願い
いたします。

も　く　じ
　　　　　　 ﾍﾟｰｼﾞ

１　特別加入者の範囲・・・・・・・・・・・・・３
２　特別加入の手続き・・・・・・・・・・・・・４
３　海外派遣と海外出張の区別・・・・・・・・・６
４　給付基礎日額・保険料・・・・・・・・・・・７
５　補償の対象となる範囲・・・・・・・・・・・８
６　保険給付・特別支給金の種類・・・・・・・・９
７　支給制限・・・・・・・・・・・・・・・・・12
８　特別加入者としての地位の消滅・・・・・・・12
＜様式記載例＞・・・・・・・・・・・・・・・・13
＜リーフレット＞海外派遣に関する報告書の廃止・15

2 3

④特別加入制度のしおり_海外派遣者用_CC2024.indd   2④特別加入制度のしおり_海外派遣者用_CC2024.indd   2 2025/12/26   19:00:232025/12/26   19:00:23


